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西いぶり広域連合リサイクルプラザ・げんき館ペトトル指定管理者募集要項

　西いぶり広域連合リサイクルプラザ条例（平成１５年条例第５号）第５条及び西いぶり広域連合げんき館ペトトル条例（平成１５年条例第４号）第３条に基づく指定管理者を、次のとおり募集します。

１　施設の概要

リサイクルプラザ
（１）名称及び所在地

	名　　　称
	所　　在　　地

	西いぶり広域連合リサイクルプラザ
	室蘭市石川町２２番地２


（２）設置目的

廃棄物の減量と資源の有効利用に関する体験学習を通じ、環境の保全についての理解と関
心を深めるとともに、住民による積極的な環境保全活動及び環境学習の振興を図り、もって
環境保全の意欲の増進及び資源循環型社会の形成に寄与するための施設です。
（３）主な概要

ア　延床面積　工場エリア1,888㎡　プラザエリア1,144㎡
イ　構造　鉄筋コンクリート造2階建
　げんき館ペトトル
（１）名称及び所在地

	名　　　称
	所　　在　　地

	西いぶり広域連合げんき館ペトトル
	室蘭市石川町２０番地３


（２）設置目的

住民の健康の増進及び福祉の向上を図るための施設です。

（３）主な概要

ア　延床面積　3,305㎡
イ　体育館床面積　521.288㎡

ウ　プール床面積　673.94㎡

　　・25ｍプール：25ｍ×4コース　水面積229.41㎡

　　・幼児プール：水面積14.85㎡

　　・クアプール：水面積39.46㎡
エ　構造　鉄筋コンクリート造2階建
オ　貸室の概要
	階
	貸　　室
	面積(㎡)
	収容人員（人）

	スポーツ研修棟

２階
	多目的室（和室）
	69.60
	70

	
	スポーツ研修室
	69.60
	100

	
	健康情報室
	72.21
	100


　※　ただし、スポーツ研修室及び健康情報室には卓球台が設置されており、現状その用途に使用されています。
共通
（１）附帯施設

　　　　駐車場　収容可能台数１０５台
　
（２）施設配置図  別紙のとおり

２　申込資格

指定管理者の申込みができるのは、次に掲げる条件の全てを満たすものとします。

（１）団体であること（法人格の有無は問わない。）。
（２）団体または代表者が次の者に該当しないこと。

ア　法律行為を行う能力を有しない者

イ　破産者で復権を得ない者

ウ　地方自治法施行令第１６７条の４第２項の規定により、西いぶり広域連合構成市町における一般競争入札等の参加を制限されている者

エ　地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定管理者の指定の取消しを受けたことがある者

オ　指定管理者の指定を管理の委託とみなした場合に、地方自治法第９２条の２（議員の兼業禁止）、第１４２条（長の兼業禁止）又は第１８０条の５第６項（委員の兼業禁止）の規定に抵触することとなる者

カ　西いぶり広域連合構成市町における市町税を滞納している者

キ　西いぶり広域連合構成市町における指定管理者の指定手続において、その公正な手続を妨げた者又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者

ク　集団的に、又は常習的に暴力的不法行為等を行うおそれがある者
　（３）西いぶり広域連合構成市町内に本店、支店・営業所等の事務所があること。
（４）公共施設の管理運営に係る実績を有すること。

（５）ごみ処理施設の管理運営に係る実績を有すること。
３　グループ応募

（１）複数の団体で構成されるグループによる応募(以下「グループ応募」という。)

複数の団体が共同事業体を結成し、そのグループで応募することができます。
この場合は、あらかじめ共同事業体結成の協定書により定められた代表団体が申込手続を行ってください。（他の団体は構成員とします。）

（２）複数応募の禁止

本施設に単独で応募した団体は、本施設のグループ応募の構成員となることはできません。
また、複数のグループにおいて同時に構成員となることもできません。

（３）構成員の変更と応募の辞退

代表団体及び構成団体の変更は、原則として認めません。
ただし、応募締切前であれば辞退届を提出した上で、新たに応募することができます。

４　申込関係書類の配布及び受付

（１）配布及び受付場所　西いぶり広域連合総務課（以下「施設担当課」という。）

（２）配布期間　平成３０年９月４日（火）から１１月２日（金）まで

　　　　　　　　（ただし、土日祝日を除く午前９時から午後５時まで）

（３）配布書類　
ア　募集要項

イ　管理仕様書

ウ　応募等様式集（申込書、管理業務の計画書、管理に係る収支計画書）
エ　参考基準価格関係資料

オ　選定に係る評価項目及び評価細目
カ　管理及び運営に関連する条例・規則
キ　その他関係資料（施設配置図ほか）
（４）受付期間　　平成３０年９月４日（火）から１１月２日（金）まで
　　　　　　　　　（ただし、土日祝日を除く午前９時から午後５時まで）

（５）提出方法　　受付期間内に持参してください。（期日厳守）

（６）提出部数　　正本１部及び正本と同内容を記録したＣＤ－Ｒなどの電磁記録媒体１枚
５　現場説明会の開催

施設の概要、申込関係書類、業務内容等について、説明会を開催します。

（参加される団体は、前日の正午までに施設担当課へ電話でご連絡ください。）

日時：平成３０年９月２０日（木）午後２時から
場所：西いぶり広域連合　２階大会議室
６　申込みに関する質問

（１）受付期間　平成３０年９月４日（火）から１０月１９日（金）まで
（ただし、土日祝日を除く午前９時から午後５時まで）

（２）提出方法　質問趣旨を簡潔に文書（任意書式）にまとめて記入し、施設担当課まで持参、
郵送、ＦＡＸ又はＥメールのいずれかで提出してください。
なお、グループ応募の場合は、代表団体が取りまとめの上、質問を行ってくだ
さい。

（３）回答方法　できるだけ速やかにホームページ上で回答します。

７　申込者に対する聴き取り調査

西いぶり広域連合指定管理者選定委員会は、選定に際し、必要に応じて聴き取り調査を行うことがあります。この場合、日程については、後日申込者に連絡します。

８　申込書類

（１）申込書（様式１）

（２）申込資格を有していることを証する書類

ア　定款又は寄付行為及び法人の登記事項証明書

イ　役員の名簿及び組織に関する事項を記載した書類

ウ　法人の西いぶり広域連合構成市町税の滞納無証明書

（３）管理業務の計画書（様式２）
（４）管理に係る収支計画書（様式３）

（５）団体の経営状況を説明する書類

ア　決算書（平成２７年度～平成２９年度）
（事業報告書、収支（損益）計算書、貸借対照表、財産目録など）

※　新たに設立する団体（法人）又は設立初年度の団体（法人）にあっては、これに類する書類の提出に替えてください。

イ　収支予算書（平成３０年度）

　　　　　　　　　　

（６）グループ応募の場合は、上記の他に、次の資料を提出してください。
なお、上記（２）申込資格を有していることを証する書類及び（５）団体の経営状況を説
明する書類は、代表団体と構成団体が、それぞれ提出してください。

ア　共同事業体協定書

（任意書式で出資比率、組織と役割について記載してください。）

イ　委任状（任意書式）

※　書類に不備がある場合は、不受理となることがあります。また、申込書類等は、原則として返却しません。

９　自主事業の提案

（１）「自主事業」とは、施設の設置目的に沿って指定管理者が独自に企画し、行う事業です。
申込者は、住民サービスの向上や利用者拡大に効果的で、かつ、効率的な自主事業の提案をしてください。
なお、事業にかかる経費については、原則として指定管理者の自己財源（講座等の参加者
負担金などを含む。）で賄うことになります。

（２）自主事業の提案は、管理業務の計画書（様式２）及び管理に係る収支計画書（様式３）に
より提出してください。

（３）提案された自主事業の内容によっては、協議を行う場合もあります。

１０　選定基準と選定方式
（１）選定基準

ア　住民の平等な利用が確保されること。
イ　管理業務の計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮するものであること。
ウ　管理業務の計画書に沿った管理を安定して行う人員、資産その他の経営の規模及び能力
を有していること、又はその確保が可能であること。
エ　収支計画書の内容が、施設の管理経費の削減が図られるものであること。
（２）選定方式

上記選定基準及び選定に係る「評価項目及び評価細目」により総合的な評価を行い、最も
適当と認められる団体を指定候補者として選定します。

１１　管理の基準

施設の管理及び運営については、西いぶり広域連合リサイクルプラザ条例、西いぶり広域連
合リサイクルプラザ条例施行規則、西いぶり広域連合げんき館ペトトル条例、西いぶり広域連
合げんき館ペトトル条例施行規則、西いぶり広域連合情報公開条例、西いぶり広域連合個人情
報保護条例、西いぶり広域連合行政手続条例その他関連する法令等を遵守しなければなりませ
ん。
１２　業務の範囲

　リサイクルプラザ
　（１）プラザの事業実施に関する業務

　げんき館ペトトル
（１）施設の利用（許可を含む。）に関する業務

共通
（１）施設の運営及び維持管理に関する業務

（２）施設の安全対策に関する業務
（３）その他施設の管理に関する業務で広域連合長が必要と認めた業務

１３　利用料金に関する事項

（１）利用料金制度を採用します（げんき館ペトトル）。「利用料金制度」とは、使用者の支払う
使用料を直接自らの収入とすることができる制度です。したがって、その管理運営に係る収
支について、一定の責任を負うことになるので、施設の利用を促進し、収入の確保を図る努
力が求められます。

（２）利用料金の額は、条例で定める範囲内で、指定管理者が定め、西いぶり広域連合の承認を
得ることとします。

（３）条例で定める使用料の額に変更が生じた場合は、指定管理者と協議するものとします。

１４　指定期間

指定期間は平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日までとします。
　　　ただし、次のいずれかに該当する場合は、西いぶり広域連合は、指定を取り消し、又は期間
を定めて管理の業務の全部または一部の停止を命ずる場合があります。
（1） 公の施設の管理の適正を期するため行った指示に、指定管理者が従わないとき。

（2） 施設の全部または一部が廃止されたとき。
（3） その他指定管理者による管理を継続することが適当でないと認めるとき。
１５　管理に要する経費

西いぶり広域連合は、指定管理者に対して、施設の管理経費を予算の範囲内で、委託料とし
て支払います。

（１）委託料の金額及び支払時期については、指定管理者と協議の上、協定で定めます。

（２）施設の管理運営にかかる収入・支出の経理は、必要な帳簿を作成して、単独の会計処理を
する必要があります。また、出入金の管理は、団体自体の銀行口座とは別の口座で管理して
ください。
（３）西いぶり広域連合が支払う委託料の参考基準価格は、両施設あわせ単年度９４，３１２千
円です。

（４）指定期間中に法律改正、施設改修その他社会情勢の変化等に伴い、当初合意された管理費用が大幅に変動したときは、１９　管理に要する経費の補填及び返還に定める場合を除き、西いぶり広域連合と指定管理者で協議のうえ、変更の要否、変更金額等を決定するものとします。

　　なお、その際の変更金額は、原則として、西いぶり広域連合の参考基準価格上の変更金額に、委託料を参考基準価格で除して出た率を乗じて算出するものとします。
　　　＜参考基準価格について＞

「参考基準価格」とは、施設の管理運営にあたり最低限実施すべき業務に必要な経費（支出）
と利用料金（収入）との差引額であり、西いぶり広域連合が指定管理者に支払う委託料の目
安です。なお、選定にあたっては、経費面だけではなく、評価項目や評価細目に基づき総合
的な評価を行う事から、申込者の提案額が参考基準価格を超えても、直ちに不選定とするも
のではありません。
（設定の考え方）

「収入」

・過去４年程度の推移を考慮し、設定

　利用者数の推移や収納金額の推移を資料で添付しているので、収支計画書作成にあたっ
ては、これらを参考にしてください。利用料金の額は条例を参考に積算してください。

「支出」

・人件費～厚生労働省指定統計「賃金構造基本統計調査」により設定

・物件費～過去４年程度の実績を考慮し設定
　　　　・法定点検に係る費用～消防法、建築基準法、水道法、浄化槽法、電気事業法、ボイラー
及び圧力容器安全規則、遊泳用プールの衛生基準に基づく点検費用を含んでいます。
　　　　・現在、げんき館ペトトルに設置されているAED（自動体外式除細動器）のランニング
コストも支出に含みます。
１６　引継期間の研修等
指定管理者が初めて施設を管理する場合、指定期間が始まる前の引継期間に、必要に応じ、研修等を実施します。
なお、原則として、引継期間に指定管理者に発生する研修等費用は、指定管理者の負担とします。

１７　西いぶり広域連合と指定管理者とのリスク分担

　　　西いぶり広域連合と指定管理者のリスク分担は、別表リスク分担表のとおりとします。

同表の指定管理者が負担者となる第三者賠償に備え、あらかじめ損害保険に加入する等、必要な措置を講じてください。

　　　なお、同表に定める事項で疑義がある場合又は表に定めのないリスクが発生した場合は、西いぶり広域連合と指定管理者が協議のうえリスク分担を決定します。
１８　修繕の実施
修繕については、原則として指定管理者が自己の費用と責任において実施することとします。ただし、西いぶり広域連合が示した管理費用又は提案額の修繕費（各単年度）を比較し、いずれか高い額（基準修繕費（税込））の１１０％を超えた場合（各単年度）は、西いぶり広域連合が修繕を実施し、その費用についても西いぶり広域連合がすべて負担することとします。　

なお、管理開始後において、修繕の実績が、上記、基準修繕費（税込）の９０％に達しない場
　　合（各単年度）は、当該割合までの修繕については、西いぶり広域連合の方針に従って実施してい
ただきます。

１９　管理に要する経費の補填及び返還
　　　物価水準等の大幅な変動に伴い、管理に要する経費（燃料費及び光熱水費に限る。）に変動が生じた場合は、別紙「指定管理者制度における管理経費の補填・返還の取扱いについて」に定める基準に従い、指定管理者は不足となる委託料の補填を求め、又は、西いぶり広域連合は委託料の減額を求めることができることとします。
２０　再委託

指定管理者は、西いぶり広域連合の承諾を得た場合に限り、指定管理者の責任において、一
部の業務を第三者に委託することができます。

２１　事業報告、調査、指示、監査、管理業務関係書類の管理・保管等
（１）事業報告、調査、指示

　　　　指定管理者は、管理運営業務の実施状況に関して、毎月及び年度終了ごとに報告書を作成
し、施設担当課へ提出するものとします。また、施設担当課は、必要に応じて報告を求め、
又は調査を行い、指示を行うことができるものとします。指定管理者は、西いぶり広域連合
から指示があった場合には、速やかに改善を行わなければなりません。

（２）西いぶり広域連合監査委員の監査

　　　　指定管理者が行う管理運営業務に関する出納その他の事務の執行については、西いぶり広
域連合の監査委員の監査の対象となります。この監査結果に指摘事項等があった場合には、
速やかに改善等を行わなければなりません。

（３）管理業務関係書類の管理・保管

　　　　指定管理者は、管理業務の実施のために作成した許可等の書類及び利用者等の個人情報並びに出納関係書類等の管理業務関係書類について、適正な管理・保管を行わなければなりません。

　  　　なお、関係書類の管理保管年数については、法令等に定めがあるものはその保存期間、特に定めのない文書については、西いぶり広域連合文書取扱規程に定める保存期間に準じた期間とし、指定管理期間を過ぎた後にわたる場合も同様とします。

　　　※書類の保存期間は、当該書類の処理が終わった日（以下「完結日」という。）の属する年度の翌年度の４月１日から起算するものとします。ただし、暦年により整理する書類については、完結日の属する年の翌年１月１日から起算するものとします。
２２　自動販売機の設置

自動販売機の設置については、設置数及び設置場所について、別途西いぶり広域連合の許可
と西いぶり広域連合の定める使用料を支払うことが必要となります。なお、室蘭身体障害者福
祉協会、北海道難病連室蘭支部、室蘭母子福祉会が設置している自動販売機については、その
設置を認めています。
２３　協定の締結

管理運営に係る細目的事項については、西いぶり広域連合と指定管理者が協議のうえ決定し、
協定書を締結します。

２４　情報公開
申込者の団体名や申込書類等は、西いぶり広域連合情報公開条例に基づく情報公開の対象と
なりますので、次により公開します。

（１）申込者名

申込者が３団体以上のときは、全ての団体名を申込締切後に公開します。ただし、申込者

が２団体以下のときは、選定後、選定された団体名のみを公開します。

（２）総合点数

選定された団体名のみ表示し、それ以外の団体名はＡＢＣ等の記号により表示し、各団体
の評価項目別の点数及び合計点数を公開します。

（３）申込書類

指定管理者として選定された団体の提出書類の内容は、原則として公開します。ただし、
申込書類中の個人情報や団体の正当な利益を害するおそれがある部分は、非公開とします。

２５　その他

（１）接触の禁止

本件業務に関係する本広域連合職員との接触により、申込み及び選定についての情報を不
正に入手する等の事実が認められた場合、失格や指定の取消しとなることがあります。

（２）管理業務に関する指定管理者の危険負担

　　　ア　危険負担及び初期対応

事故等による施設の損傷及び被災者に対する責任は、事案ごとの原因により判断します
が、第一次的責任は指定管理者が負うものとし、指定管理者は、被害が最小となるよう迅
速かつ最善の対応をとるとともに、直ちに施設担当課に報告してください。

　　　イ　損害賠償

（ア）指定管理者の責に帰すべき事由により、施設・設備及び使用者等に被害が及んだ場合
は、施設担当課の指示に基づき、その損害の全部又は一部について賠償することとなり
ます。このため、指定管理者は、予め損害を担保するために損害保険に加入するなど、
必要な措置を講じるものとします。
　　　（イ）（ア）以外の事由（自然災害等不可抗力）によるものについては、西いぶり広域連合
と指定管理者が協議するものとします。

　（３）申込みに関する費用負担

申込みに関して必要となる費用は、申込者の負担とします。

（４）選定結果の通知

選定結果は、全ての申込者に対して通知します。また、報道機関への周知及び西いぶり広
域連合ホームページでの公表も行います。

（５）指定手続

指定候補者は、西いぶり広域連合議会の議決を経て指定管理者として指定されることにな
りますので、議決後速やかに通知します。

■問合先■

　西いぶり広域連合　総務課　

〒０５０－００５１　室蘭市石川町２２番地２　

ＴＥＬ：０１４３－５９－０７０５　ＦＡＸ：０１４３－５９－７００５
　E-mail ：somu@union.nishi-iburi.lg.jp
別表
リスク分担表
	
	種類
	内容
	負担者

	
	
	
	広域連合
	指　定
管理者

	
	第三者賠償
	指定管理者の故意又は過失により第三者へ与えた損害
	
	○

	
	
	上記以外の理由により第三者へ与えた損害
	○
	

	
	不可抗力
	不可抗力による施設、設備の損害
	○
	

	
	
	不可抗力による事業の中断
	協議

	
	施設損傷
	広域連合が整備した施設・設備の潜在的瑕疵によるもの
	○
	

	
	
	指定管理者の管理瑕疵による施設・設備の損傷
	
	○

	
	施設修繕費
	経常修繕、修理、補修など
（１７　修繕の実施に定める広域連合が実施する修繕を除く）
	
	○

	
	税制度の変更
	消費税率の変更に伴う管理費用の増加
	○
	

	
	
	上記以外の法令等改正によるもの
	
	○

	
	業務内容の変更
	行政上の理由による業務内容の変更
	○
	

	
	
	指定管理者の提案に基づく指定期間中の業務内容変更
	
	○

	
	業務の中止・延期
	管理者の事業放棄、破綻によるもの
	
	○

	
	
	広域連合の方針変更、手続遅延などによるもの
	○
	

	
	経済的リスク
	応募に係る経費の負担
	
	○

	
	
	物価変動・金利変動などによる経費の増加（１９　管理に要する経費の補填及び返還に定めるものを除く）
	
	○

	
	
	需要変動による収入の減少
	
	○

	
	事業終了時の原状復帰及び費用負担
	指定管理期間終了時又は期間途中での業務廃止又は指定管理者の取消しを受けた場合の施設の現状復帰及び費用負担
	
	○

	
	
	上記のうち不可抗力、行政執行上の判断等による取消しを受けた場合の費用負担（原状復帰を除く）
	協議

	
	引継
	管理運営の引継に必要な費用
（指定管理期間開始前に行う事前の準備・研修等を含む）
	
	○


　※不可抗力…地震、暴風、豪雨、洪水、火災、暴動、噴火等
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